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知的財産部門の歴史

～１９６５ 総務部特許課

１９６５ 特許部（特許課、調査課）

１９９１ 知的財産部に名称変更

１９９８ 知的財産部に技術情報センター設置

２００３ 持株会社・分社体制への移行
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技術情報調査体制の変遷

１９６０～１９７０年代初期

＜特許情報調査の全社一元管理体制＞

海外からの技術導入に当り、三位一体での総合評価を実施

事業面・・・・・事業企画

技術面・・・・・開発部門

権利面・・・・・特許部（特許担当、調査担当）

１９７５年以降

＜特許情報調査の分散管理体制＞

技術導入案件の減少、間接部門効率化により、事業部、

支社へ分散



８０年代後半～９０年代にかけて

＜情報の急激な電子化の進展＞

「紙情報を手めくりする時代から、

大量の情報を機械検索する時代へ」

社内の検索能力が対応しえなくなった（トラブルの発生）！

対策

１９９３年 情報調査に関する全社方針

「情報調査は研究者が自ら実施すべし！」

インフラの整備とトレーニングの実施

結果

研究者の負荷の上昇と調査漏れによるトラブルの多発



技術情報センターの設置

１．設置の経緯

９８年 取締役会で知財部長から問題提起

９９年 知財部内に技術情報センターを設置

２．設置の趣旨

旭化成グループにおける情報調査能力のレベルアップのため、

社内に分散している機能・組織を統合し、一元的な管理・運営を行

なう。

３．業務内容

１）情報検索業務（ＤＢからの特許情報、技術情報、市場情報の検索）

２）研究者・技術者への技術情報調査に関する教育・訓練



技術情報センターの基本方針

・研究者はテーマ探索時の調査を独自に進める。

・テーマ決定時及びそれ以降の特許情報調査は研究者、

サーチャー、特許担当者が協力して進める。

「三位一体」の協力体制

研究者 研究開発テーマの発案

サーチャー 関連特許情報の調査

特許担当者 権利関係の判断

・特許担当者、サーチャーはミッションとして、ＬＤＢ、ＳＤＢ

の構築をサポートする。
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戦略データ・ベース（ＳＤＢ）の構築

ローカル・データ・ベース

戦略データ・ベース

用語の統一、事業戦略上必要な付加情報の入力

注：付加情報
・技術分類・・・・どの工程、機能、特性に

関連する特許か
・製品分類・・・・自社製品の何に関連す

る特許か
・他社特許への対応方針

活用

＜正確な特許情報に基づく事業・研究開発・知財活動の展開＞

・技術、市場、他社動向の分析 → 自社戦略の見直し

・競合、代替技術の発見と対策

・障害特許の把握と対策の立案



戦略データ・ベースに基づく特許情報解析

活用場面分析手法（マップ）の種類
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三位一体の場

事業責任者

特許戦略会議

部レベルの組織

特許戦略会議 特許検討会議

課・係レベルの組織

知的財産部門
特許担当者

情報担当者

経営、開発、知財の三位一体 開発、知財、情報の三位一体

ＳＤＢの構築と情報解析

特許出願計画の策定と推進

障害他社特許対策の策定と推進

戦略の策定と推進

重要事項の判断と決定



競争力分析シートの作成

戦略データ・ベース

競争力分析シート

特定市場における競合他社の抽出

注：マーケットにおけるシェア上

位企業に関する特許を抽出

活用

＜シェアトップを目指した知財戦略の展開＞

① 他社との競争力分析

② シェアトップを目指した特許網構築作戦の展開

・特許出願戦略の立案と遂行

・障害他社特許対策の立案と推進



競争力分析シート
（日本、米国、欧州、中国等、主要マーケット毎に）

自 社 他社（１）

ｼｪｱ１位

他社（２）
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障害他社

特 許

プロセス 原料

プロセス 重合

プロセス 添加剤

プロセス 加工糸

プロセス 織編物

機 能 弾性回復

機 能 耐薬品性

機 能 耐熱性

障害他社特許対策特許出願戦略の立案と推進



ﾊﾟﾃﾝﾄ・ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ・ｼｰﾄの作成

競争力分析シート

自社特許の評価情報の入力

ﾊﾟﾃﾝﾄ・ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ・ｼｰﾄ

活用

事業戦略、研究開発戦略、知財戦略の展開



特許価値評価

出願以降、継続的に出願発明の価値評価を行う。

１．権利の評価

① 権利化状況

② 権利の強さ

③ 回避の難易度

④ 権利の残存期間

２．移転の適格性評価

① 代替技術との技術優位性

② ライセンスの有無

③ 今後のライセンス（又はクロスライセンス）の可能性

３．事業性評価

① 本発明の実施状況

② 本発明の貢献度



ﾊﾟﾃﾝﾄ・ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ・シート

発明の実施状況 現在実施中 実施予定 防衛

発明の貢献度 大 小 大 小

中 長 短 中 長 短

合 計

短 中権利の残存期間 長 中 長 短

技術要素
分 類

技術要素
名 称

プロセス 原料

プロセス 重合

プロセス 加工糸

プロセス 織編物

機 能 弾性回復

機 能 耐薬品性

機 能 耐熱性

注：評価項目を選択することによって色々な角度からの検討を実施する。



技術者・研究者の知財レベル

レベル１ 自分の技術を作ることにのみ関心を持っている段階

・自分しかやっていないと思っており、調査への関心が薄い。

・技術が出来上がったら、開発の成果として特許出願を行う。

レベル２ 自分の作った技術は守らなければ、という認識に進んだ段階

・自分の技術に関連のある領域については調査を行う。

・出願への関心は高い、ただし、自分の技術に関連する領域のみ。

レベル３ 事業として成功させることに関心を払っている段階

・競合技術、代替技術についても幅広く調査を行う。

・自分の技術領域は勿論、競合・代替技術領域を含めて、計画的

に出願を行い、特許網を構築する。

これを支えるのが三位一体の活動


	特許価値評価

